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本論文は、フランス民法典のもとで学説・判例上主張された家族団体論・家族法人論が

どのようにして生まれ、どのような変遷をたどったかを考察し、そこからフランスにおけ

る家族団体論・家族法人論の意義および機能を明かにしようというものである。このよう

な問題意識のもとで行われた研究としては、本論文は初めての本格的な論文である。  
 
 全体の構成は、本論「フランスにおける家族団体論の形成と展開」と補論「日仏家族団

体論の比較法的考察」からなる。そして本論は、さらに序「問題状況の概観」、第１部「家

族団体論の生成」、第２部「立法研究会草案」、第３部「家族団体論のその後の展開」とい

う構成になっている。  
まず、本論「フランスにおける家族団体論の形成と展開」序「問題状況の概観」におい

て、本論文の問題意識が提示される。すなわち、フランス民法典は、基本的には家族を夫

婦とその未成年子の個人的関係からなるものと構成したが、そのことは、当時なお根強く

残っていた貴族的・伝統的家族や当時漸く登場しつつあった近代的家族の実態からの乖離

を生じさせ、そのため、フランス民法典制定直後からこのギャップを埋めるための動きが

判例・学説において登場することとなった。これがフランス民法典の解釈として主張され

た家族団体論である。しかし、その家族団体論は、それが基礎とする家族の違いに応じて、

２つの異なるものがあった。１つは、貴族的・伝統的家族を念頭においた家族団体論であ

り、もう１つは、親密圏として捉えることのできる近代的な家族に基礎をおいた家族団体

論であった。こうした背景も基礎も異なる２つの家族団体論であるが、その両者が相まっ

てフランス民法学説の中で、あるいは判例の中で、家族団体論として主張されてきた。本

論文は、まず家族団体論の中に２つの異なるものがあることを明らかにしたうえで、それ

ぞれの発生と展開の跡をたどり、またその分析を通じてフランスにおける家族団体論とは

結局何であったのか、その構成原理は何であったかを解明することをテーマとして設定し

ている。  
本論第１部「家族団体論の生成――１９世紀から２０世紀初頭にかけて――」第１章「伝

統的家族観念をめぐる家族団体論の生成」は、判例においてどのような形で伝統的家族観

念を基礎とする家族団体論が登場したか分析する。本論文は、多数の判例を分析し、そこ

からどのような家族団体論が判例に影響を与えているかを明らかにする。たとえば、いわ

ゆる勲章、手紙などの「家族の思い出の品 (souvenirs de famille)」と呼ばれる財産が均分

相続の対象から外され、また、血族間でその帰属が争われる場合には、直近の直系血族に

これを承継させるという解決をしている点に、伝統的家族観念に基づく家族団体論が影響

しているとする。また、墓所についても、判例は、これを血族相続人の共同所有物として

捉え、血族相続人以外の者へ遺贈されることを防ぐという解決をしている。さらに氏につ

いては、判例は、これを基本的にその血族集団全体に属する権利として保護し、第三者の
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僭称に対しては、血族集団の構成員各人に権利行使を認めるという扱いをしている。日本

の民法典が祭祀承継財産について特別の規定を有しているのと異なり、個人主義的に構成

されているフランス民法典においては、これらの財産について特別の扱いをする条文上の

手がかりがないにもかかわらず、フランスの判例が家族団体的な要素を民法解釈の中に持

ち込んで解決していることが指摘される。しかし、ここでいう家族団体とは夫婦と未成年

子からなる現実の家族の範囲を超えた血族集団であり、そのため氏について典型的に見ら

れるように、権利は家族団体全体に属するが、権利行使は構成員各人ができるというよう

に、個人主義的な利益との調整も図られているところに特徴があると指摘する。ここには

伝統的家族団体論の崩壊の過程も見られるという。  
１９世紀の学説も、判例の影響をうけつつ、「家族の思い出の品」等について一般財産と

異なる扱いを認めるが、やがて２０世紀に入り、ドゥモーグ、サヴァティエらによって、

従来の扱いをより理論的に説明する方法として家族を法人として構成する説が登場するよ

うになる。これらの家族法人説によれば、「家族の思い出の品」などは、一般の相続の対象

にはならず、夫婦共通財産からも除外され、債権者による追及もできない。これらの財産

は、現在および将来の家族員からなる永続的な法人の財産とされる。家族による集団的な

所有が家族法人として構成されるのである。ドゥモーグは、これを「新しい法的装いのも

とでの古いものの再現」と説明する。これは伝統的家族のもとでの家族的所有を考えてい

たものと考えられる。これに対してサヴァティエは、ドゥモーグと同様に家族を法人とし

て捉えるが、この法人に帰属する権利の範囲は、氏、思い出の品などのほか、夫婦財産な

ども含むとしている。従って、サヴァティエの家族法人論は、夫婦共通財産を対象にして

いる点で、ドゥモーグらの家族法人論よりも広い対象を扱っている。サヴァティエの議論

の中には、明確には区別されていないが、伝統的家族の団体性を念頭においた家族団体論

と、近代的家族の団体性を念頭においた家族団体論の両方が含まれている。  
第２章「夫婦共通財産をめぐる家族団体論の生成――１９世紀から２０世紀初頭にかけ

て――」では、夫婦共通財産の法的性質について展開された家族団体論の意味を検討する。

フランス民法典において採用された動産・後得財産共通制は、所有レベルでは夫婦共通財

産の存在を認めながら、その管理のレベルでは管理権を夫に独占させていたために、共通

財産の意味を曖昧にしていた。なぜなら、共通財産であれば夫が勝手に処分することがで

きないはずであるが、管理権が夫にのみに与えられるとすると、それが実際上できること

になる。しかし、夫が自由に管理・処分できるとすると、共通財産といってもそれは何な

のか、が問題となる。このような矛盾をフランス民法典の規定は有していたために、学説

上、夫婦共通財産をどのように説明するかをめぐって多数の説が主張された。本論文は、

複雑で錯綜した夫婦共通財産についての学説を、夫婦共通財産を個人主義的に構成するか、

団体的に構成するかという視点から整理する。一方の極には、婚姻関係解消の際には妻が

半分取得できる期待権を有するが、婚姻継続中はむしろ夫の単独所有財産であるという個

人主義的な構成を徹底する説がある（トゥーリエ）。他方で、団体性を強調して、夫婦共通

財産を法人であると構成する説がある（ポヌカーズ、カルボニエなど）。しかし、個人主義

的な構成が必然的に夫婦の各当事者、特に妻の保護を強化することになるわけではない。

また、団体性を強調する説が必然的に妻の保護を低下させるわけでもない。むしろ、個人
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主義的構成は、夫の単独所有説に見られるように、妻の保護という点では弱く、かえって

団体的構成の中に妻の保護を図るものがある点に注目する。後者の立場の代表がカルボニ

エの家族法人論である。カルボニエは、夫婦共通財産の団体性に着目して、これを組合的

性格を持つ法人と構成し、これによって、一方で夫の管理権を説明しつつ、他方でその管

理権を法人目的によって制限する。たとえば、共通財産に対する債権者＝婚姻費用債権者

は、夫の個人的債権者に優先して共通財産から弁済を受ける、財産を管理する夫が共通財

産に損害を与えた場合には、共通財産に賠償しなければならない、などの帰結を導く。こ

のようにしてカルボニエは、夫婦共通財産の団体性を強調することで、妻の権利保護も導

いている。要するに、夫婦共通制をめぐって主張される団体論は、当然には個人の権利を

制限するものではなく、むしろ重要なのはどのような団体性を念頭に置くかである。伝統

的・家父長的な家族団体を念頭に置く場合には、団体性の強調は個人、すなわち妻の権利

を制限することとなりやすいが、近代的家族を基礎においた団体論では個人の権利を保護

することになり、究極的には個人主義と対立するものではなかったという指摘がされる。  
 第２部「立法研究会草案（１９４２年）」では、１９４２年に発表された「家族の法人格

研究委員会」作成の家族法改革草案について取り上げる（以下、立法研究会草案と呼ぶ）。

この草案は、１９世紀から２０世紀にかけて主張された２つの家族団体論、すなわち伝統

的家族に基礎をおく家族団体論と近代的家族を基礎におく家族団体論との両方に影響を受

けて、家族に法人格を与える立法を計画したものである。本論文は、立法研究会草案が登

場した当時の時代背景を分析し、そこに家族を団体的にとらえようとする思想だけでなく、

当時の社会政策、特にヴィシー政府の家族政策があることも見逃さない（そして、それは

同時に国家による家族への後見的介入という側面もある。）。しかし、立法研究会草案がこ

れまでのフランス民法学で論じられてきた家族団体論を発展させたものであることは確か

であり、その意味で、従来の判例・学説における家族団体論の１つの頂点として立法研究

会草案を位置づける。  
この草案は、「家族世帯」と「家族集団」という２つの家族団体を柱としている。「家族

世帯」とは、夫婦を中心とした家族形態であり、「家族集団」とは、共通の祖先からなる子

孫たちの集まりである。  
草案は、前述のように家族世帯に法人格を与えるが、その意味は、第１に、一定の非財

産的権利が「家族世帯」そのものに帰属することである。人格権や教育権などは家族世帯

そのものに帰属するので、家族世帯の構成員に対する侵害が家族世帯の有する人格権への

侵害として構成されたり、家族員の死亡事故による精神的損害の請求権も家族世帯に帰属

するものと扱われる。第２に、家族世帯に属する財産というものが観念され（世帯に留保

された財産）、これは家族世帯全体のために使われるべきものとされる。たとえば、家族手

当や家族の扶養の目的で家族に支払われた財産は、夫または妻の個人的財産ではなく家族

世帯そのものに帰属する財産とされる。ここには、社会法的な諸立法の動向に対応して、

社会法的な各種給付の受け皿としての家族世帯を作るという意味もこめられている。第３

に、フランス民法典の規定のもとでは夫に固有の排他的管理権があるとされていたが、立

法研究会草案では夫は家族世帯という法人の代表者の地位を有するにすぎないとされてい

た。以上のような家族世帯を法人とする考え方は、近代的家族における団体性を基礎とし



 3

ていると、本論文は分析する。  
 立法研究会草案によって、もう１つ法人と構成されたのが「家族集団」である。家族

集団は、それに帰属するとされる権利が何であるかによって、その範囲も変動するので複

雑であるが、たとえば「思い出の品」についていえば、「思い出の品」を創設した者を頂点

として、その配偶者、直系卑属が家族集団を構成する（直系卑属の配偶者は含まれない）。

創設者が死亡した後は、この家族集団がこれらの財産の所有者となる。そして、家族集団

の代表者がこれを管理する。代表者は、創設者の意思、家族全員の合意、裁判所の決定に

よって選任される。代表者は、「思い出の品」を家族集団のために管理するのであるから、

これを勝手に譲渡することができない。また、代表者の債権者もこれを差し押さえること

ができない。立法研究会草案の提示する家族集団の中身は、それまでの判例が「思い出の

品」などについて認めてきた扱いをほぼ追認するものである。それは結局は、伝統的家族

の団体性の強調である。しかし、家族集団を法人として構成することは、次のことをもた

らした。すなわち、家族集団の所有物を管理する者は単に法人の代表者としてこれを管理

するにすぎないことが明らかにされ、また、家族員は法人の構成員として位置づけられる

ようになることである。このように、法人化は家族集団の関係を法的な権利義務関係とし

て明確化することになり、その結果、立法研究会草案の法人論は伝統的家族集団について

も、判例より個人主義的要素を明らかにすることになったのである。  
 立法研究会に代表される家族団体論は、それでも、個人主義的な構成を徹底するダバン

などの学説から批判され、また、ヴィシー政府の崩壊により、結局立法化されるに至らず、

第二次大戦後は姿を消すことになった。  
 
 第３部「家族団体論のその後の展開」では、第２次大戦後に家族団体論がどのような変

遷をたどって行ったかを分析する。第１に、伝統的家族観に基礎をおく家族団体論は、「思

い出の品」をめぐる戦後の判例に見られるように、なおも残存するが、その議論の仕方に

は変化が見られる。まず、かつては多かった「思い出の品」に関する紛争が減り、代わっ

て家族の氏に関する紛争が増えた。それも氏の商業的な無断使用が問題となる紛争が増え

た。また、学説においても、氏に関する紛争解決のために家族法人説を主張する学説はほ

とんどなくなった。こうした判例における具体的紛争の変化、学説における議論の変化は

何を意味するのであろうか。ここには家族の団体性を直接の根拠として紛争解決を図るこ

とが減少し、他の側面、たとえば、氏で言えば、その人格権的側面を根拠とする解決が主

張されることが多くなった、と指摘される。  
 第２に、夫婦財産制の議論の際に用いられた家族団体論についても、もはや夫婦財産制

に関する各種の問題を解決する際に直接的に援用されることが少なくなった。学説レベル

においても、家族法人論に対する批判が強くなった。このような家族団体論に関する議論

の変化の原因を、本論文の著者は、２０世紀における家族の変化に求める。そして、重要

なのは、家族の変化のどこに着目するかであるとする。家族団体論をなお強力に主張する

グループは、伝統的家族の崩壊する一方で確立してきた親密圏としての家族に着眼し、こ

の夫婦と子供からなる家族は確実に結合力が強まっていると見る。これに対して家族団体

論・法人論の不要性を主張するグループは、まさに伝統的家族の衰退に着眼し、団体性の
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強調に反対する。家族団体論に対する賛否が分かれるのは、こうした各自が着眼する家族

の違いも大きな原因である。しかし、それだけでなく、近代的家族自体も同棲の増加など

によって求心力を失い、そのためこれを基礎とする家族団体論も後退することになったと

分析する。  
 要するに、戦後のフランス家族は、多様性を包含した現代家族へと変容し、近代的家族

を基礎とする家族団体論もその意義を失った。また、戦後の諸立法において、かつての家

族団体論が実現しようとしていた効果のおおかたが実現され、その意味でも家族団体論・

法人論の意義は低下せざるをえなかった。  
 補論「日仏家族団体論の比較法的考察」においては、日本とフランスの家族団体論の比

較を行い、その違いを明かにする。日本においても、戦前における「家」制度を団体ない

し法人で説明しようとした学説（穂積、美濃部）や現実の家族生活共同体を家団として捉

える末弘説のほか、戦後においても借家権の承継を家団で説明しようとする説などが見ら

れるが、これらはいずれもフランスにおける家族団体論とは異なるという分析がなされる。

戦前の「家」を団体ないし法人としてとらえようとする説は、フランスの伝統的家族を基

礎におく家族団体論に対応するものであるが、フランスの家族団体が実際の家族員の存在

を前提とした、その意味ではやはり個人を基礎とした自然的な団体があるのに対して、日

本の「家」＝家族団体はきわめて技術的である。そのために日本の家は構成員がいなくな

って「絶家」となっても、後から戸主および家族を補充して「再興」することができるが、

フランスの家族団体は伝統的家族の場合であっても、家族員がいなくなれば消滅するもの

とされている。また、以上の点とも関連するが、日本の家は技術的に作られた器であるた

めに、その構成員は必ずしも血族である必要はなく、また血族であっても分家によって家

族団体の分割がなされる。これに対してフランスの伝統的な家族集団は、血族集団であり、

血統という自然的なものに依拠している。そのために、団体の中にあってもかえって個人

的要素が強くなる傾向がある。  
 現実の生活共同体としての家族を対象に家族団体性を主張する説は、日仏で共通する側

面もあるが、総じて日本の家族団体論は、家族構成員の個人性を否定する形で家族団体性

を主張する。たとえば、末弘は、家族構成員間の契約的な関係を否定し、家族構成員は組

合契約的な持分を有しないものと捉える。これに対してフランスの家族団体論では、婚姻

が契約であるという前提はもちろんのこと、家族の財産に対する構成員の関係も組合的に

捉えられており、持分が認められる。従って、家族世帯が消滅するとき、あるいは成年子

が家族を離れるときなど、その持分的権利が実現される。  
 このように、フランスの家族団体は、一言で言えば、契約的・組合的であり、それを前

提にしての法人論が主張されたのである。日本における家族団体論とは構成原理の点で異

なっている。  
 
 本論文の長所としては、次の諸点をあげることができる。  
 第１に、本論文は、フランス家族法において具体的な法解釈ないしその基礎付けのレベ

ルで家族団体論が果たしてきた意味と機能を明らかにした点に意義が認められる。従来の

研究においても、フランス家族法における家族の団体性を紹介する研究がなかったわけで
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はないが、いずれも断片的であったのに対して、本論文は、フランス民法典の制定直後か

ら戦後に至るまで、家族団体論の生成・発展・衰退を描いており、フランス家族法の理解

を深める上で貴重な論文であるといえる。とりわけ、本論文で詳細に取り上げられている

立法研究会草案やカルボニエその他の民法学説が主張した家族団体法人説の紹介と分析は、

フランス家族法学の研究を着実に一歩進めたものと評価することができる。  
 第２に、家族団体法人論の分析から導かれた指摘の１つとして、法人という法律構成が

必ずしも個人の権利を団体の中に埋没させるためのものではなく、かえって個人（家族団

体の中では特に妻）の権利の保護強化のために機能したという点は、新鮮であり、法人の

問題一般を考える上でも新しい視点を提供するものと評価することができる。  
 第３に、家族団体論の具体的な適用対象となったフランスの夫婦財産制についても、本

論文は詳細な分析と検討をしており、夫婦財産制度にどのような問題があって、それがど

のように解決されてきたかを描いた点に意義がある。  
 
 もとより本論文にも短所がないわけではない。  
 第１に、法的構成としての法人論と団体論とが一応は区別されているものの、その区別

が必ずしも明確ではないことがあげられる。その結果、法人論は法技術的に民法典の制度

を説明する上で困難があることから衰退することがあるとしても、家族における団体性は

多かれ少なかれ存続しているという分析もありえないではない。大きな流れとしては本論

文の主張は妥当であるとしても、法人と団体性を明確に区別して議論すれば、もう少し明

快な議論が可能であったように思われる。  
 第２に、本論文に出てくる伝統的家族・近代的家族・現代的家族という概念については、

著者なりの定義にもとづいて用いられているが、必ずしも厳密ではなく、用語ないし概念

の選択などもう少し慎重な検討が必要でなかったかと思われる。特に、近代的家族から多

様な家族形態を含むようになった現代的家族へと変化したという認識を前提に団体論・法

人論の意義が低下したと結論づける点には異論がないではない。  
 このような問題点がないわけではないが、これらは本論文の学術的価値を必ずしも損な

うものではない。本論文は、フランス家族法において主張された家族団体論の発生・展開・

衰退の流れを丁寧に分析し、そこからフランスの家族団体論の特徴と構成原理を明かにし

たという点で学界に大きく貢献したことは明かである。よって本論文は、博士（法学）の

学位を授与するに相応しいものと認められる。  
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[別紙 ３ ] 
           最終試験の結果の要旨  
 
                          氏名 高橋朋子  
 

   （最終試験の結果の要旨）  
 
 試験においては、本論文を中心として関連のある事項について質疑応答を重ね、学力の

検定を行ったが、本論文について判定されたものと同等の学力があると評価することがで

きた。  
 以上述べた審査の結果を総合して、本論文の著者は、博士（法学）の学位を授与される

に値するものと認める。     
           


